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 1.1 2014年改定の全体像 


























重点課題  (1) 入院医療における病床機能の分化推進 
1. 高度急性期、一般急性期を担う病床機能の明確化と、それに合わせた評価 
→ 7対1病床の要件厳格化による病床数削減へ 
 具体的な対応例  
・重症度や医療看護必要度の基準内容や評価の見直し 




 → 「地域包括ケア病棟入院料」を新設 
   「在宅復帰機能強化加算」を新設 
3. 有床診療所の入院医療の評価 
 (2) 診療所を中心とする主治医機能の評価 
  →時間外での対応を前提に、「地域包括診療料」（包括料月 1 回 1503 点）
や「地域包括診療加算」（再診料へ20点加算）などの評価項目を新設 
  →大病院における一般外来の縮小 
 (3) 在宅医療を担う医療機関の量的確保と質の強化 
→・「在宅療養後方支援病院」(1)の新設導入 
 ・在宅医療を中心に担う「在宅療養支援診療所」（在支診）や「在宅療養支援









一般病床 10対1病床：210566床 急性期後・回復期：26万床 
一般病床 13対1病床：26926床 （地域包括ケア病棟・回復期リハビリ） 






































 1.2 入院医療の機能分化 








































































































































 包括化による算定は粗診療を招きかねないこと、かつて 2008 年改正で導入されて



























 2.1 改定が医療機関に与えた影響 





















-0.17% -1.47% +0.93% +1.10% +2.44% -1.31% 
入院外 
（94870） 
+0.29% -0.59% +1.55% +1.26% +2.15% -0.58% 
病院 
（8658） 
-1.04% -1.65% +1.18% +2.24% +2.87% -0.61% 
診療所 
（86266） 










 2.2 「地域包括ケア病棟」開設の現状と課題 























































































 2.3 「主治医機能の評価」の現状と課題 




























































































































































































ゆる部分で発生する問題でもある。これまで、7 対 1 病床において、そうしたダンピ
ングの問題が生じていたとすれば、算定条件の厳格化によって、「地域包括ケア病棟」


















































































































 「在宅医療の充実」に関しては、過度に実績を問いすぎると、かえってインセン   
ティブの低下にもつながりかねない。2015 年 7 月に開催された「国際モダンホスピ
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0を患者が受診するときの効用は、 tysMqvuy  0 と定式化される。両医療機関に対する
患者の効用水準が等しくなるところが患者の立地点ｘであり、これより左側の患者は医療機関0
を、右側の患者は医療機関1を選択することから、それぞれの医療機関にとっての需要量がｘで
あらわされることになる。 
 (15) 具体的には、両方の医療機関の提供する質の水準は同一となり、患者の立地点はちょうど中間
点、すなわち需要量はｘ＝1/2、このときの質は 4
2iq となる。 
 (16) 日本経済新聞2014年12月20日によれば、八十二銀行は、法人部門内に医療や福祉の担当部
門を設け、2014年11月には、診療報酬債権を担保にローンに組み込み、第1号案件として数千
万円の融資を実行したという。 
 (17) 在宅との関連性は今後課題だが、実際に八尾市立病院（大阪府八尾市）はPFIの活用により、
2011年以降は黒字となり順調に推移しているという（日経産業新聞2015年7月24日）。 
 
（2015年9月4日受理） 
